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令

和

８

年

度

税

制

改

正

で

青

色

申

告

特

別

控

除

の

見

直

し

が

行

わ

れ

、

現

行

の

�

万

円

控

除

と

�

万

円

控

除

は

い

ず

れ

も

電

子

申

告

を

必

須

と

し

た

上

で

、

控

除

額

が

各

�

万

円

上

乗

せ

さ

れ

る

。

９

年

分

以

後

の

所

得

税

で

適

用

す

る

。

他

方

、

９

年

か

ら

は

複

式

簿

記

で

も

書

面

申

告

で

あ

れ

ば

、

控

除

額

は

�

万

円

と

な

る

。

個

人

版

事

業

承

継

税

制

（

特

例

）

の

適

用

を

受

け

る

た

め

の

要

件

の

一

つ

に

、

特

例

の

対

象

と

な

り

得

る

特

定

事

業

用

資

産

が

先

代

経

営

者

お

よ

び

後

継

者

そ

れ

ぞ

れ

の

事

業

所

得

に

係

る

青

色

申

告

書

の

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

る

こ

と

が

定

め

ら

れ

て

い

る

が

、

同

特

例

の

対

象

と

な

る

の

は

現

行

で

�

万

円

控

除

か

�

万

円

控

除

、

改

正

後

は

�

万

円

控

除

か

�

万

円

控

除

に

限

ら

れ

る

の

で

、

改

正

後

に

特

例

の

対

象

と

な

る

に

は

電

子

申

告

が

必

須

と

な

る

。

　

政

府

は

�

日

、

経

済

財

政

運

営

と

改

革

の

基

本

方

針

（

い

わ

ゆ

る

骨

太

の

方

針

）

２

０

２

６

、

日

本

成

長

戦

略

、

地

域

未

来

戦

略

（

地

方

創

生

に

関

す

る

総

合

戦

略

の

変

更

）

、

規

制

改

革

実

施

計

画

を

閣

議

決

定

し

た

。

骨

太

の

方

針

で

は

、

給

付

付

き

税

額

控

除

と

そ

の

つ

な

ぎ

と

な

る

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

等

に

つ

い

て

、

今

後

予

定

さ

れ

て

い

る

社

会

保

障

国

民

会

議

の

中

間

と

り

ま

と

め

を

踏

ま

え

、

８

月

上

旬

ま

で

を

目

途

に

、

そ

の

方

針

を

決

定

す

る

と

し

た

。

　

骨

太

の

方

針

で

は

、

税

関

係

と

し

て

そ

の

ほ

か

に

、

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

行

わ

れ

た

予

算

・

税

制

に

お

け

る

各

種

基

準

額

や

閾

値

の

見

直

し

、

租

税

特

別

措

置

等

の

見

直

し

に

つ

い

て

明

記

さ

れ

た

。

　

予

算

・

税

制

に

お

け

る

各

種

基

準

額

や

閾

値

に

つ

い

て

は

、

物

価

・

賃

金

上

昇

や

経

済

社

会

の

変

化

を

踏

ま

え

、

必

要

な

点

検

・

見

直

し

を

進

め

る

と

し

た

。

租

税

特

別

措

置

等

の

見

直

し

に

つ

い

て

は

、

各

省

庁

に

よ

る

自

己

点

検

結

果

を

概

算

要

求

に

反

映

し

、

政

策

効

果

の

高

い

分

野

へ

重

点

化

す

る

な

ど

と

し

た

。

　

社

会

保

障

と

税

の

一

体

改

革

の

推

進

の

項

目

で

は

、

税

制

改

革

と

し

て

、

デ

ジ

タ

ル

社

会

に

ふ

さ

わ

し

い

税

制

の

構

築

及

び

納

税

環

境

の

整

備

と

適

正

・

公

平

な

課

税

を

実

現

す

る

観

点

か

ら

、

制

度

及

び

執

行

体

制

の

両

面

か

ら

の

取

組

を

強

化

す

る

ほ

か

、

新

た

な

国

際

課

税

ル

ー

ル

へ

の

対

応

を

進

め

る

と

し

た

。

　

ま

た

、

持

続

可

能

な

地

方

行

財

政

基

盤

の

強

化

と

し

て

、

都

市

・

地

方

の

財

政

力

格

差

及

び

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

地

域

間

格

差

が

拡

大

す

る

中

、

令

和

８

年

度

与

党

税

制

改

正

大

綱

に

沿

っ

て

、

偏

在

性

の

小

さ

い

地

方

税

体

系

の

構

築

に

向

け

た

具

体

的

な

取

組

を

講

ず

る

と

し

た

。

　

そ

の

ほ

か

、

日

本

成

長

戦

略

で

は

、

８

年

度

与

党

税

制

改

正

大

綱

に

明

記

さ

れ

た

ベ

ビ

ー

シ

ッ

タ

ー

等

の

利

用

に

要

す

る

費

用

に

係

る

税

制

上

の

措

置

に

つ

い

て

、

今

後

創

設

す

る

新

た

な

国

家

資

格

保

有

者

等

に

よ

る

家

事

支

援

サ

ー

ビ

ス

や

保

育

士

・

看

護

師

等

に

よ

る

ベ

ビ

ー

シ

ッ

タ

ー

等

の

安

全

で

質

の

高

い

サ

ー

ビ

ス

の

利

用

促

進

に

向

け

、

税

制

措

置

を

含

む

新

た

な

支

援

策

を

検

討

す

る

と

し

た

。

　

規

制

改

革

実

施

計

画

に

は

、

会

社

法

の

見

直

し

や

法

人

登

記

の

代

表

者

住

所

非

表

示

措

置

の

対

象

拡

大

及

び

運

用

改

善

（

７

月

６

日

号

４

面

参

照

）

な

ど

が

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

。

　

一

定

の

暗

号

資

産

の

譲

渡

等

に

係

る

申

告

分

離

課

税

の

導

入

の

前

提

と

な

る

金

融

商

品

取

引

法

等

の

改

正

法

が

�

日

、

参

院

本

会

議

で

可

決

、

成

立

し

、

�

日

に

公

布

さ

れ

た

。

同

改

正

法

は

公

布

の

日

か

ら

起

算

し

て

１

年

を

超

え

な

い

範

囲

内

の

政

令

で

定

め

る

日

か

ら

施

行

す

る

こ

と

に

な

っ

て

い

る

。

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

法

で

一

定

の

暗

号

資

産

の

譲

渡

等

へ

の

分

離

課

税

は

金

商

法

等

の

改

正

法

の

施

行

日

の

属

す

る

年

の

翌

年

１

月

１

日

以

後

に

行

う

譲

渡

等

に

つ

い

て

適

用

す

る

と

さ

れ

て

い

る

が

、

金

融

庁

は

同

改

正

法

の

う

ち

暗

号

資

産

に

係

る

部

分

の

施

行

時

期

を

９

年

４

月

１

日

か

ら

９

年

�

月

１

日

の

間

と

な

る

図

を

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

し

て

お

り

、

分

離

課

税

の

導

入

は

�

年

１

月

か

ら

と

な

る

見

込

み

だ

。

　

今

回

の

金

商

法

等

の

改

正

に

伴

い

、

暗

号

資

産

に

係

る

規

制

を

こ

れ

ま

で

の

資

金

決

済

法

か

ら

金

商

法

に

移

管

し

、

有

価

証

券

と

は

異

な

る

金

融

商

品

に

位

置

付

け

た

上

で

、

利

用

者

保

護

の

充

実

を

図

る

。

具

体

的

に

は

、

①

無

登

録

業

者

等

へ

の

対

応

の

強

化

、

②

情

報

の

非

対

称

性

を

解

消

す

る

た

め

の

情

報

公

表

規

制

の

整

備

、

③

暗

号

資

産

交

換

業

者

（

名

称

は

暗

号

資

産

取

引

業

者

へ

変

更

）

へ

の

規

制

の

強

化

、

④

イ

ン

サ

イ

ダ

ー

取

引

規

制

の

創

設

を

含

む

不

公

正

取

引

規

制

の

強

化

な

ど

と

な

っ

て

い

る

。

　

一

方

、

８

年

度

税

制

改

正

で

は

金

商

法

の

改

正

を

前

提

に

、

暗

号

資

産

取

引

業

者

が

取

り

扱

う

一

定

の

暗

号

資

産

（

特

定

暗

号

資

産

）

の

暗

号

資

産

取

引

業

者

に

対

す

る

譲

渡

等

に

よ

る

譲

渡

所

得

に

つ

い

て

分

離

課

税

の

特

例

が

設

け

ら

れ

た

。

ま

た

、

特

定

暗

号

資

産

に

係

る

譲

渡

損

失

の

繰

越

控

除

制

度

も

創

設

さ

れ

て

い

る

。

　

現

在

、

青

色

申

告

特

別

控

除

は

最

高

�

万

円

だ

が

、

８

年

度

税

制

改

正

に

よ

り

、

複

式

簿

記

と

電

子

申

告

を

行

っ

た

上

で

①

優

良

な

電

子

帳

簿

（

訂

正

削

除

履

歴

の

記

録

な

ど

）

か

、

②

請

求

書

デ

ー

タ

等

と

の

自

動

連

携

を

し

て

い

る

場

合

は

控

除

額

を

�

万

円

、

複

式

簿

記

と

電

子

申

告

だ

け

の

場

合

は

控

除

額

を

�

万

円

と

す

る

。

一

方

、

こ

れ

ま

で

は

複

式

簿

記

に

加

え

て

、

①

優

良

な

電

子

帳

簿

か

、

②

請

求

書

デ

ー

タ

等

と

の

自

動

連

携

、

③

電

子

申

告

の

い

ず

れ

か

行

っ

て

い

れ

ば

�

万

円

の

控

除

が

、

複

式

簿

記

だ

け

で

も

�

万

円

の

控

除

が

受

け

ら

れ

た

が

、

９

年

か

ら

は

複

式

簿

記

で

も

電

子

申

告

を

行

っ

て

い

な

い

と

、

控

除

額

が

�

万

円

に

下

が

る

。

　

こ

の

改

正

は

冒

頭

に

記

載

し

た

よ

う

に

個

人

版

事

業

承

継

税

制

に

も

影

響

す

る

。

　

た

だ

、

９

年

分

以

後

の

所

得

税

に

係

る

青

色

申

告

書

の

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

て

い

る

特

定

事

業

用

資

産

に

係

る

贈

与

税

お

よ

び

相

続

税

に

適

用

さ

れ

、

８

年

分

以

前

の

所

得

税

に

係

る

青

色

申

告

書

の

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

て

い

る

特

定

事

業

用

資

産

に

係

る

贈

与

税

等

に

つ

い

て

は

従

前

ど

お

り

と

さ

れ

て

い

る

。

ま

た

、

特

例

の

適

用

を

受

け

た

後

、

特

定

事

業

用

資

産

が

青

色

申

告

書

の

貸

借

対

照

表

に

計

上

さ

れ

な

く

な

っ

た

場

合

に

は

納

税

猶

予

が

取

り

消

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

が

、

改

正

前

に

す

で

に

特

例

の

適

用

を

受

け

て

い

る

者

に

係

る

青

色

申

告

特

別

控

除

の

基

準

は

改

正

前

の

基

準

（

複

式

簿

記

で

あ

れ

ば

書

面

申

告

で

も

可

）

と

な

る

よ

う

に

所

要

の

措

置

が

講

じ

ら

れ

て

い

る

。

　

な

お

、

個

人

版

事

業

承

継

税

制

の

適

用

期

限

は

�

年

�

月

�

日

と

な

っ

て

い

る

。

　

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ７ �

第３７０８号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２６年



　

祖

母

の

家

が

空

き

家

と

な

り

十

数

年

。

ど

う

す

べ

き

か

苦

慮

す

る

中

、

大

阪

府

寝

屋

川

市

が

居

住

実

態

の

な

い

空

き

家

の

所

有

者

に

課

す

「

空

き

家

流

通

促

進

税

（

空

き

家

税

）

」

の

条

例

案

を

可

決

し

た

と

の

報

道

が

あ

り

、

当

事

者

意

識

が

一

段

と

高

ま

っ

た

★

法

定

外

普

通

税

と

し

て

市

内

全

域

を

課

税

対

象

と

す

る

取

り

組

み

は

全

国

初

で

、

令

和

�

年

度

の

課

税

開

始

を

目

指

す

。

課

税

対

象

の

空

き

家

か

ど

う

か

の

把

握

、

転

勤

や

施

設

へ

の

入

所

な

ど

、

課

税

の

対

象

外

と

す

る

基

準

設

定

な

ど

が

課

題

に

な

る

と

い

う

★

背

景

に

は

、

高

齢

化

と

相

続

な

ど

で

空

き

家

が

増

え

る

一

方

、

子

育

て

世

代

の

転

入

需

要

が

高

い

と

い

う

同

市

特

有

の

事

情

が

あ

り

、

税

を

課

す

こ

と

で

売

却

や

賃

貸

に

よ

る

空

き

家

の

流

通

を

促

す

狙

い

が

あ

る

。

同

市

の

よ

う

に

転

入

需

要

が

高

い

地

域

で

は

な

い

が

、

先

送

り

し

て

き

た

我

が

家

の

空

き

家

問

題

も

早

め

に

対

処

し

た

い

。

（

Ｍ

）

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

電

子

帳

簿

保

存

法

一

問

一

答

（

Ｑ

＆

Ａ

）

の

電

子

帳

簿

・

電

子

書

類

関

係

、

ス

キ

ャ

ナ

保

存

関

係

、

電

子

取

引

関

係

を

そ

れ

ぞ

れ

更

新

し

た

。

主

に

、

令

和

７

年

度

税

制

改

正

で

国

税

庁

長

官

が

定

め

る

基

準

に

適

合

す

る

シ

ス

テ

ム

を

利

用

し

た

上

で

、

一

定

の

要

件

を

満

た

し

て

送

受

信

お

よ

び

保

存

さ

れ

て

い

る

場

合

は

、

そ

の

電

子

デ

ー

タ

に

つ

い

て

は

電

子

取

引

デ

ー

タ

に

関

連

す

る

隠

ぺ

い

・

仮

装

行

為

に

重

加

算

税

を

�

％

加

重

す

る

措

置

の

対

象

か

ら

除

外

す

る

措

置

が

講

じ

ら

れ

た

こ

と

に

対

応

す

る

も

の

。

同

改

正

は

９

年

１

月

１

日

以

後

に

適

用

さ

れ

る

。

　

国

土

交

通

省

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

８

年

度

税

制

改

正

後

の

住

宅

ロ

ー

ン

減

税

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

を

公

表

し

た

。

８

年

度

税

制

改

正

で

は

、

省

エ

ネ

性

能

の

高

い

既

存

住

宅

に

対

す

る

支

援

の

拡

充

、

床

面

積

要

件

を

新

築

住

宅

・

既

存

住

宅

と

も

に

�

平

方

㍍

以

上

に

緩

和

（

合

計

所

得

金

額

１

０

０

０

万

円

超

の

者

、

子

育

て

世

帯

等

へ

の

上

乗

せ

措

置

利

用

者

は

�

平

方

㍍

以

上

）

、

建

築

確

認

が

令

和

�

年

以

降

の

省

エ

ネ

基

準

適

合

住

宅

は

適

用

対

象

外

な

ど

と

さ

れ

た

。

　

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

制

度

の

概

要

、

省

エ

ネ

基

準

適

合

住

宅

・

Ｚ

Ｅ

Ｈ

水

準

省

エ

ネ

住

宅

関

係

、

リ

フ

ォ

ー

ム

を

し

た

場

合

の

住

宅

ロ

ー

ン

減

税

の

適

用

な

ど

に

つ

い

て

１

０

２

問

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

同

改

正

に

伴

っ

て

、

電

子

取

引

関

係

の

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

�

問

が

追

加

さ

れ

て

い

る

。

除

外

措

置

の

内

容

を

説

明

す

る

も

の

か

ら

、

特

定

の

状

況

に

お

け

る

除

外

措

置

の

適

用

の

可

否

、

除

外

措

置

の

適

用

を

受

け

る

旨

の

届

出

書

の

提

出

期

限

や

効

力

に

関

す

る

質

問

な

ど

が

並

ぶ

。

　

こ

う

し

た

内

容

以

外

に

既

存

の

質

疑

で

も

い

く

つ

か

の

変

更

が

加

え

ら

れ

て

い

る

。

電

子

取

引

関

係

の

Ｑ

＆

Ａ

問

１

で

は

、

電

子

取

引

の

デ

ー

タ

の

保

存

場

所

に

つ

い

て

、

そ

の

取

引

情

報

の

受

領

が

書

面

で

行

わ

れ

た

と

し

た

場

合

ま

た

は

そ

の

取

引

情

報

の

送

付

が

書

面

で

行

わ

れ

写

し

が

作

成

さ

れ

た

と

し

た

場

合

に

、

そ

の

書

面

を

各

税

法

の

規

定

に

よ

り

保

存

す

べ

き

こ

と

と

な

る

場

所

に

保

存

す

る

必

要

が

あ

る

と

の

記

述

が

追

加

さ

れ

た

。

　

同

Ｑ

＆

Ａ

問

２

の

電

子

取

引

と

は

ど

の

よ

う

な

も

の

を

指

す

か

問

う

質

疑

で

は

、

例

え

ば

、

売

上

や

仕

入

に

係

る

注

文

書

や

請

求

書

、

領

収

書

等

の

ほ

か

、

仕

入

以

外

の

事

業

上

の

費

用

（

水

道

光

熱

費

や

旅

費

交

通

費

な

ど

）

に

係

る

も

の

も

電

帳

法

に

お

け

る

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

保

存

範

囲

に

含

ま

れ

る

と

す

る

記

述

が

追

加

さ

れ

た

。

　

ま

た

、

同

Ｑ

＆

Ａ

問

�

の

パ

ソ

コ

ン

や

プ

リ

ン

タ

を

保

有

し

て

お

ら

ず

、

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

の

み

で

取

引

を

行

っ

て

い

る

場

合

、

ど

の

よ

う

に

電

子

取

引

デ

ー

タ

保

存

へ

の

対

応

を

す

れ

ば

よ

い

か

を

問

う

質

疑

で

は

、

ス

マ

ホ

で

授

受

し

た

領

収

書

等

デ

ー

タ

も

電

子

取

引

の

取

引

情

報

に

該

当

す

る

た

め

、

規

則

第

４

条

に

規

定

す

る

要

件

（

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

保

存

に

係

る

要

件

）

を

満

た

し

て

保

存

す

る

必

要

が

あ

る

と

の

従

来

か

ら

の

説

明

に

、

ス

マ

ホ

の

機

種

利

用

期

間

は

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

保

存

期

間

（

５

～

７

年

）

よ

り

も

短

い

場

合

が

多

い

と

考

え

ら

れ

る

た

め

、

電

子

取

引

デ

ー

タ

を

保

存

し

て

い

る

ス

マ

ホ

の

交

換

を

行

う

場

合

、

例

え

ば

、

①

交

換

後

の

ス

マ

ホ

等

に

当

該

電

子

取

引

デ

ー

タ

を

移

行

し

て

保

存

を

行

う

、

②

当

該

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

保

存

期

間

中

は

交

換

前

の

ス

マ

ホ

が

正

常

に

動

作

す

る

状

態

に

し

て

お

く

な

ど

の

対

応

が

必

要

に

な

る

と

考

え

ら

れ

る

。

な

お

、

①

、

②

の

い

ず

れ

で

も

、

当

該

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

保

存

期

間

中

は

規

則

第

４

条

に

規

定

す

る

要

件

を

満

た

し

て

保

存

す

る

必

要

が

あ

る

。

加

え

て

、

①

に

よ

る

対

応

を

行

う

場

合

、

当

該

電

子

取

引

デ

ー

タ

の

移

行

時

に

も

改

ざ

ん

防

止

措

置

を

講

じ

る

必

要

が

あ

る

な

ど

の

記

述

が

追

加

さ

れ

て

い

る

。

　

�

日

に

開

催

さ

れ

た

社

会

保

障

国

民

会

議

の

給

付

付

き

税

額

控

除

等

に

関

す

る

実

務

者

会

議

（

小

野

寺

五

典

議

長

）

の

第

�

回

会

合

で

、

給

付

付

き

税

額

控

除

を

令

和

�

年

度

か

ら

本

格

導

入

す

る

方

針

が

固

ま

っ

た

（

７

月

�

日

号

１

面

参

照

）

。

し

か

し

、

財

源

の

ほ

か

、

具

体

的

に

ど

の

よ

う

な

所

得

層

に

対

し

て

、

い

く

ら

給

付

す

る

の

か

と

い

っ

た

こ

と

は

本

格

導

入

ま

で

に

結

論

を

得

る

な

ど

と

し

て

決

ま

っ

て

お

ら

ず

、

今

後

の

焦

点

と

な

る

。

ま

た

、

仮

に

別

途

検

討

が

行

わ

れ

て

い

る

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

引

下

げ

が

９

年

４

月

か

ら

２

年

間

限

定

で

行

わ

れ

た

場

合

、

�

年

度

か

ら

の

同

本

格

導

入

の

対

象

外

と

な

っ

た

人

は

消

費

税

率

が

元

に

戻

る

分

だ

け

負

担

が

増

す

こ

と

に

な

る

。

　

給

付

付

き

税

額

控

除

は

「

所

得

に

連

動

し

た

き

め

細

か

な

給

付

」

の

形

で

行

わ

れ

る

見

込

み

。

当

初

は

、

給

付

付

き

税

額

控

除

の

名

称

ど

お

り

、

税

額

控

除

と

給

付

の

組

み

合

わ

せ

と

す

る

方

向

で

検

討

が

さ

れ

て

い

た

が

、

組

み

合

わ

せ

と

す

る

と

制

度

が

複

雑

化

す

る

と

の

指

摘

が

あ

り

、

短

期

的

に

は

給

付

へ

の

一

本

化

が

望

ま

し

い

と

さ

れ

た

。

と

は

い

え

、

将

来

的

に

も

給

付

の

み

と

決

め

打

ち

す

る

こ

と

な

く

、

今

後

と

も

個

人

所

得

課

税

に

お

け

る

人

的

控

除

の

見

直

し

に

よ

る

税

負

担

の

変

化

や

デ

ジ

タ

ル

技

術

の

進

展

に

応

じ

た

事

務

負

担

も

踏

ま

え

検

討

を

継

続

す

る

と

し

て

い

る

。

　

給

付

額

に

つ

い

て

は

、

原

則

と

し

て

、

所

得

に

応

じ

た

給

付

額

と

す

る

。

就

労

促

進

の

観

点

か

ら

、

勤

労

性

の

所

得

が

一

定

の

水

準

に

達

す

る

ま

で

給

付

額

を

逓

増

さ

せ

、

そ

の

後

は

定

額

と

す

る

予

定

。

純

負

担

率

（

＜

税

・

社

会

保

険

料

―

現

金

給

付

＞

÷

世

帯

年

収

）

に

係

る

日

本

と

諸

外

国

の

差

額

な

ど

を

参

照

し

な

が

ら

設

定

す

る

。

恒

久

財

源

の

確

保

と

あ

わ

せ

て

検

討

す

る

と

し

て

お

り

、

確

保

で

き

る

財

源

の

規

模

を

み

な

が

ら

の

設

定

と

な

る

可

能

性

も

あ

る

。

　

受

給

に

は

一

定

の

勤

労

性

所

得

が

あ

り

、

一

定

の

税

・

社

会

保

険

料

負

担

が

あ

る

こ

と

が

要

件

と

な

る

。

給

付

の

受

給

が

始

ま

る

所

得

水

準

と

し

て

は

①

被

用

者

保

険

の

適

用

が

始

ま

る

所

得

約

�

万

円

超

（

給

与

収

入

約

１

０

６

万

円

超

）

、

②

給

与

所

得

ゼ

ロ

超

と

な

る

給

与

収

入

�

万

円

超

、

③

雇

用

保

険

の

適

用

が

始

ま

る

給

与

収

入

約

�

万

円

超

が

こ

れ

ま

で

に

出

た

意

見

と

し

て

示

さ

れ

て

い

る

。

ま

た

、

給

付

が

消

失

す

る

水

準

は

諸

外

国

で

は

お

お

む

ね

平

均

年

収

の

�

％

前

後

と

の

文

言

が

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

な

お

、

�

年

度

か

ら

「

本

格

導

入

」

と

し

て

い

る

の

は

、

同

本

格

導

入

ま

で

の

つ

な

ぎ

と

し

て

、

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

の

引

下

げ

と

あ

わ

せ

て

、

消

費

税

率

を

ゼ

ロ

ま

で

引

き

下

げ

き

れ

な

い

分

に

つ

き

、

一

定

の

者

を

対

象

に

同

本

格

導

入

を

先

取

り

し

た

組

み

と

な

る

「

所

得

に

連

動

し

た

き

め

細

か

な

給

付

」

の

実

施

も

検

討

さ

れ

て

い

る

た

め

だ

（

議

長

案

と

し

て

６

月

�

日

に

提

示

さ

れ

た

）

。

た

だ

、

消

費

税

率

の

引

下

げ

と

先

行

的

な

「

所

得

に

連

動

し

た

き

め

細

か

な

給

付

」

を

巡

っ

て

は

�

日

に

も

実

務

者

会

議

が

開

催

さ

れ

た

が

、

各

党

か

ら

の

合

意

の

取

り

付

け

が

難

航

し

て

お

り

、

こ

れ

ま

で

の

と

こ

ろ

取

り

ま

と

め

に

至

っ

て

い

な

い

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



特定少額資産の譲渡における課税関係

販売事業

者の納税

義務　　

特定少額

資産販売

事業者の

登録　　

場面

納　税

義務者

関税課税価格

１万円以下の貨物

免税対象

物　　品

免税対象外

物　　　品

課　税

事業者

有

販売時

販　売

時業者

課税 課税

引取時

課税貨物

の引取者

免税

（消法８の２、

輸徴法�①一）

免税

（消法８の２）

課　税

事業者

無

販売時

販　売

時業者

課税

課税

※税額控除可

（消法�）

引取時

課税貨物

の引取者

免税

（輸徴法�①一）

課税

免　税

事業者

無

販売時 ―

―

（納税義務なし）

―

（納税義務なし）

引取時

課税貨物

の引取者

免税

（輸徴法�①一）

課税

　

国

税

庁

は

�

日

、

国

境

を

越

え

た

電

子

商

取

引

に

係

る

消

費

税

の

課

税

関

係

の

ペ

ー

ジ

を

更

新

し

た

。

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

よ

り

、

�

年

４

月

１

日

以

後

に

通

信

販

売

の

方

法

に

よ

り

行

わ

れ

る

資

産

の

譲

渡

に

つ

い

て

、

消

費

税

の

課

税

関

係

が

見

直

さ

れ

る

。

同

ペ

ー

ジ

で

は

、

制

度

の

概

要

の

ほ

か

、

国

境

を

越

え

た

電

子

商

取

引

に

係

る

消

費

税

の

課

税

関

係

に

関

す

る

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

と

Ｑ

＆

Ａ

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

少

額

輸

入

貨

物

の

譲

渡

に

係

る

課

税

関

係

の

見

直

し

に

お

い

て

、

「

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

」

を

行

う

事

業

者

は

、

国

内

事

業

者

で

あ

る

か

国

外

事

業

者

で

あ

る

か

に

関

係

な

く

、

消

費

税

の

申

告

・

納

税

が

必

要

と

な

る

。

（

�

日

）

大

臣

官

房

秘

書

課

課

長

補

佐

兼

大

臣

官

房

秘

書

課

人

事

調

整

室

長

（

主

税

局

税

制

第

二

課

課

長

補

佐

兼

主

税

局

税

制

第

二

課

企

画

調

整

室

長

）

和

田

　

康

宏

（

�

日

）

税

務

大

学

校

長

（

仙

台

国

税

局

長

）

谷

口

　

眞

司

仙

台

国

税

局

長

（

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

長

）

河

口

　

健

児

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

長

（

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

長

）

漆

畑

　

有

浩

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

長

（

東

京

国

税

局

総

務

部

長

）

佐

藤

栄

一

郎

東

京

国

税

局

総

務

部

長

（

財

務

省

大

臣

官

房

参

事

官

＜

国

際

局

開

発

政

策

課

担

当

＞

）

小

田

原

卓

也

財

務

省

出

向

＜

理

財

局

国

庫

課

長

＞

（

国

税

庁

課

税

部

酒

税

課

長

）

江

崎

　

　

崇

国

税

庁

課

税

部

酒

税

課

長

（

財

務

省

大

臣

官

房

付

＜

内

閣

官

房

内

閣

参

事

官

＜

内

閣

人

事

局

＞

＞

）

高

松

　

忠

介

財

務

省

出

向

＜

理

財

局

国

債

業

務

課

長

＞

（

国

税

庁

調

査

査

察

部

査

察

課

長

）

藤

野

　

武

広

国

税

庁

調

査

査

察

部

査

察

課

長

（

財

務

省

大

臣

官

房

文

書

課

広

報

室

長

＜

兼

財

務

省

大

臣

官

房

文

書

課

広

報

企

画

調

整

官

＞

）

和

田

　

弘

之

財

務

省

出

向

＜

大

臣

官

房

付

＞

（

東

京

国

税

局

査

察

部

長

）

谷

口

　

逸

生

東

京

国

税

局

査

察

部

長

（

財

務

省

主

計

局

総

務

課

課

長

補

佐

）

山

下

　

直

樹

財

務

省

出

向

＜

大

臣

官

房

文

書

課

課

長

補

佐

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

課

長

補

佐

）

野

路

　

　

允

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

課

長

補

佐

（

財

務

省

主

税

局

参

事

官

補

佐

）

冨

田

ま

ゆ

み

財

務

省

出

向

＜

大

臣

官

房

付

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

課

長

補

佐

）

出

口

　

文

哲

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

課

長

補

佐

（

財

務

省

大

臣

官

房

付

）

宮

田

　

杏

奈

財

務

省

出

向

＜

大

臣

官

房

文

書

課

課

長

補

佐

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

国

際

業

務

課

課

長

補

佐

）

橘

高

　

　

秀

国

税

庁

長

官

官

房

国

際

業

務

課

課

長

補

佐

（

財

務

省

大

臣

官

房

付

＜

カ

ジ

ノ

管

理

委

員

会

事

務

局

監

督

調

査

部

財

務

監

督

課

課

長

補

佐

＞

）

栗

田

　

大

地

国

税

庁

調

査

査

察

部

査

察

課

課

長

補

佐

（

財

務

省

主

税

局

総

務

課

課

長

補

佐

）

若

杉

　

拓

門

大

臣

官

房

企

画

官

（

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

課

長

補

佐

）

佐

藤

　

智

紀

大

臣

官

房

付

財

務

大

臣

秘

書

官

事

務

取

扱

（

主

税

局

税

制

第

一

課

主

税

企

画

官

）

渡

辺

　

政

顕

主

計

局

主

計

官

＜

文

部

科

学

係

担

当

＞

（

主

税

局

税

制

第

三

課

長

）

佐

藤

　

隆

夫

大

臣

官

房

企

画

官

兼

主

税

局

総

務

課

（

国

際

局

調

査

課

投

資

企

画

審

査

室

長

）

恵

﨑

　

　

恵

主

税

局

調

査

課

長

（

国

際

局

国

際

機

構

課

長

）

池

田

洋

一

郎

主

税

局

調

査

課

課

長

補

佐

（

金

融

庁

企

画

市

場

局

市

場

課

課

長

補

佐

）

染

川

　

貴

志

主

税

局

税

制

第

一

課

課

長

補

佐

（

主

計

局

主

計

官

補

佐

＜

公

共

事

業

総

括

第

一

係

、

国

土

交

通

第

一

係

＞

石

丸

　

　

直

主

税

局

税

制

第

一

課

主

税

企

画

官

（

大

臣

官

房

企

画

官

兼

主

税

局

総

務

課

）

谷

　

　

雅

彰

主

税

局

税

制

第

三

課

長

（

国

際

局

調

査

課

長

）

春

木

　

哲

洋

主

税

局

税

制

第

三

課

課

長

補

佐

（

主

税

局

調

査

課

課

長

補

佐

）

古

村

　

典

洋

主

税

局

参

事

官

付

国

際

租

税

総

合

調

整

官

（

主

税

局

調

査

課

長

）

仲

　

　

信

祐

内

閣

法

制

局

出

向

＜

参

事

官

＜

第

三

部

＞

＞

（

主

税

局

税

制

第

三

課

課

長

補

佐

）

田

中

　

　

透

復

興

庁

出

向

＜

統

括

官

付

参

事

官

＞

（

主

税

局

参

事

官

付

国

際

租

税

総

合

調

整

官

）

宇

多

村

哲

也

【

辞

職

】

（

大

臣

官

房

付

）

山

根

英

一

郎

　

少

額

輸

入

貨

物

の

譲

渡

に

係

る

課

税

関

係

の

見

直

し

で

は

、

事

業

者

が

通

信

販

売

の

方

法

に

よ

り

国

内

以

外

の

地

域

か

ら

国

内

に

宛

て

て

発

送

す

る

資

産

の

譲

渡

で

、

一

の

資

産

に

つ

い

て

対

価

の

額

が

１

万

円

（

税

抜

き

）

以

下

の

資

産

の

譲

渡

（

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

）

に

つ

い

て

は

、

国

内

に

お

い

て

行

わ

れ

た

資

産

の

譲

渡

と

し

て

消

費

税

の

課

税

対

象

と

さ

れ

た

。

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

を

行

う

事

業

者

は

、

国

内

事

業

者

で

あ

る

か

国

外

事

業

者

で

あ

る

か

に

関

係

な

く

、

消

費

税

の

申

告

・

納

税

を

行

う

必

要

が

あ

る

（

消

費

税

の

免

税

事

業

者

を

除

く

）

。

　

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

の

登

録

制

度

も

創

設

さ

れ

た

。

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

を

行

い

、

ま

た

は

行

お

う

と

す

る

事

業

者

で

あ

っ

て

、

当

該

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

に

係

る

課

税

貨

物

に

つ

い

て

他

の

者

に

保

税

地

域

か

ら

の

引

取

り

を

行

わ

せ

よ

う

と

す

る

事

業

者

は

、

税

務

署

長

の

登

録

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

。

こ

の

登

録

を

受

け

た

事

業

者

を

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

と

い

う

。

な

お

、

こ

の

登

録

を

受

け

る

か

否

か

は

事

業

者

の

任

意

と

な

る

。

　

保

税

地

域

か

ら

引

き

取

ら

れ

る

貨

物

の

う

ち

、

そ

の

課

税

貨

物

が

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

の

行

う

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

に

係

る

も

の

と

し

て

証

明

さ

れ

た

も

の

で

あ

る

場

合

、

輸

入

者

は

保

税

地

域

か

ら

の

引

取

り

に

係

る

消

費

税

が

免

除

さ

れ

る

。

　

こ

の

登

録

に

係

る

申

請

書

の

様

式

は

準

備

中

で

、

提

出

は

９

年

�

月

１

日

か

ら

と

な

っ

て

い

る

。

　

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

に

お

け

る

課

税

関

係

は

表

の

と

お

り

。

　

例

え

ば

、

自

社

の

通

販

サ

イ

ト

で

国

外

か

ら

国

内

向

け

に

商

品

の

販

売

で

、

保

税

地

域

か

ら

引

き

取

ら

れ

る

課

税

貨

物

の

う

ち

、

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

が

行

う

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

に

係

る

も

の

は

、

免

税

対

象

外

物

品

（

革

製

品

、

編

物

類

等

）

で

あ

る

場

合

や

引

取

り

時

の

課

税

価

格

の

合

計

額

が

１

万

円

を

超

え

た

場

合

も

含

め

て

、

そ

の

引

取

り

時

の

消

費

税

が

免

除

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

の

登

録

を

受

け

て

い

な

い

場

合

や

輸

入

申

告

書

に

特

定

少

額

資

産

販

売

事

業

者

の

登

録

番

号

を

記

載

し

な

か

っ

た

場

合

は

、

引

取

り

時

の

課

税

価

格

の

合

計

額

が

１

万

円

以

下

で

あ

っ

て

も

、

免

税

対

象

外

物

品

に

該

当

す

れ

ば

、

引

取

り

時

に

も

消

費

税

が

課

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

購

入

者

か

ら

、

引

取

り

時

に

も

消

費

税

が

課

税

さ

れ

た

と

い

う

連

絡

を

受

け

た

場

合

の

対

応

が

示

さ

れ

て

い

る

。

　

Ｑ

＆

Ａ

で

は

そ

の

ほ

か

に

、

通

信

販

売

の

方

法

、

一

の

資

産

の

対

価

の

額

の

範

囲

な

ど

に

つ

い

て

説

明

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

や

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

８

年

度

税

制

改

正

に

よ

る

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

課

税

に

つ

い

て

も

説

明

し

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　日本公認会計士協会（南成人会長）

とキッズネットを運営する朝日学研

シンクエストがこのほど、「会計」

をテーマにした小中学生向け自由研

究コンテンツ３点を制作・公開し

た。

　同協会では、「『会計』と聞くと

難しく感じるかもしれませんが、お

金の流れを捉え、判断する力は、子

どもたちが生きていく上で欠かせま

せん。本コンテンツは、子どもたち

が社会の仕組みを学び、自分で考え

て行動する力を育むきっかけとして

ご活用いただけます。また、『公認

会計士』という職業にも触れてお

り、学校現場で重視される『探究学

習』にも活用できる内容となってい

ます」としている。

　自由研究コンテンツ３点を紹介す

る「会計のチカラが身につく自由研

究」特集ページを、キッズネット「夏

休み自由研究プロジェクト」サイト

内に公開、夏休みの宿題や家庭での

学びにご活用くださいと呼び掛けて

いる。

　

納

税

者

が

所

有

し

て

い

た

土

地

家

屋

の

譲

渡

所

得

に

つ

い

て

、

居

住

用

財

産

を

譲

渡

し

た

場

合

の

３

０

０

０

万

円

の

特

別

控

除

の

特

例

を

適

用

し

て

所

得

税

等

の

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

課

税

庁

が

居

住

用

財

産

に

当

た

ら

な

い

た

め

、

同

特

例

の

対

象

に

は

な

ら

な

い

と

し

て

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

。

こ

れ

に

対

し

、

納

税

者

が

処

分

の

取

消

し

を

求

め

て

い

た

事

案

で

、

東

京

地

裁

（

篠

田

賢

治

裁

判

長

）

は

�

日

、

同

家

屋

に

お

け

る

水

道

や

電

気

使

用

量

、

同

家

屋

の

あ

っ

た

市

内

で

の

Ａ

Ｔ

Ｍ

の

利

用

回

数

な

ど

か

ら

、

判

定

時

に

お

い

て

真

に

居

住

の

意

思

を

も

っ

て

客

観

的

に

も

あ

る

程

度

の

期

間

継

続

し

て

、

同

家

屋

を

生

活

の

拠

点

と

し

て

い

た

と

認

め

ら

れ

な

い

と

し

て

、

処

分

は

適

法

だ

っ

た

と

し

た

。

　

総

務

省

は

�

日

、

成

年

後

見

制

度

の

利

用

促

進

に

関

す

る

調

査

結

果

を

公

表

し

た

。

　

同

調

査

結

果

で

は

、

①

制

度

の

利

用

ニ

ー

ズ

を

把

握

す

る

必

要

性

を

感

じ

て

い

る

も

の

の

、

実

際

に

は

把

握

し

て

い

な

い

市

区

町

村

が

多

数

あ

る

こ

と

、

②

利

用

が

想

定

さ

れ

る

者

を

中

核

機

関

へ

つ

な

ぐ

と

す

る

相

談

支

援

機

関

の

役

割

が

十

分

に

果

た

せ

て

い

な

い

こ

と

、

③

市

区

町

村

と

家

庭

裁

判

所

の

連

携

が

十

分

に

進

ん

で

い

な

い

こ

と

な

ど

が

確

認

さ

れ

た

と

し

た

。

　

そ

こ

で

、

厚

生

労

働

省

に

対

し

、

①

市

区

町

村

が

利

用

ニ

ー

ズ

を

適

切

に

把

握

で

き

る

よ

う

、

ア

ン

ケ

ー

ト

調

査

票

の

例

な

ど

を

示

す

こ

と

、

②

相

談

支

援

機

関

が

利

用

者

の

個

別

の

ニ

ー

ズ

を

的

確

に

把

握

し

、

中

核

機

関

に

つ

な

ぐ

こ

と

が

で

き

る

よ

う

、

研

修

の

充

実

や

つ

な

ぐ

基

準

の

作

成

な

ど

支

援

を

強

化

す

る

こ

と

、

③

市

区

町

村

と

家

庭

裁

判

所

が

意

見

交

換

で

き

る

機

会

を

設

け

る

よ

う

促

す

こ

と

な

ど

を

要

請

し

た

と

し

て

い

る

。

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

（

太

田

直

樹

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

「

税

理

士

法

に

関

す

る

改

正

要

望

書

」

を

機

関

決

定

し

た

。

税

理

士

を

取

り

巻

く

環

境

が

劇

的

に

変

化

す

る

現

状

に

お

い

て

は

、

随

時

の

改

正

を

も

視

野

に

入

れ

て

検

討

を

深

め

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

、

今

回

は

次

世

代

を

担

う

人

材

の

確

保

、

税

理

士

の

専

門

性

の

さ

ら

な

る

深

化

と

業

務

の

高

度

化

な

ど

の

観

点

か

ら

要

望

し

て

い

る

。

　

次

世

代

を

担

う

人

材

の

確

保

と

し

て

は

具

体

的

に

、

令

和

４

年

税

理

士

法

改

正

に

お

け

る

受

験

資

格

要

件

緩

和

の

効

果

を

よ

り

確

か

な

も

の

と

す

る

た

め

、

簿

記

論

ま

た

は

財

務

諸

表

論

の

い

ず

れ

か

１

科

目

に

合

格

し

た

者

に

税

法

科

目

の

受

験

資

格

を

付

与

す

べ

き

と

し

て

い

る

。

　

税

理

士

の

専

門

性

の

さ

ら

な

る

深

化

と

業

務

の

高

度

化

の

た

め

、

税

理

士

法

第

３

条

に

規

定

す

る

「

税

理

士

と

な

る

資

格

を

有

す

る

者

」

に

つ

い

て

、

納

税

義

務

の

適

正

な

実

現

を

図

る

う

え

で

必

要

な

租

税

法

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

、

電

子

帳

簿

保

存

法

そ

の

他

Ｄ

Ｘ

や

Ａ

Ｉ

の

活

用

に

関

す

る

事

項

、

税

理

士

法

お

よ

び

税

理

士

の

職

業

倫

理

等

に

関

す

る

基

礎

的

な

知

識

の

習

得

を

担

保

す

る

た

め

、

登

録

前

に

お

い

て

必

要

最

低

限

の

研

修

を

受

講

す

る

こ

と

と

す

べ

き

で

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

さ

ら

に

、

持

続

可

能

な

会

務

運

営

の

確

立

の

た

め

、

社

会

経

済

状

況

の

変

化

に

伴

い

、

税

理

士

会

支

部

の

事

務

が

複

雑

化

し

、

事

務

量

も

増

大

し

て

い

る

こ

と

か

ら

、

支

部

運

営

の

合

理

化

を

図

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

、

支

部

統

合

の

要

件

を

見

直

す

べ

き

で

あ

る

と

要

望

し

て

い

る

。

　

任

意

後

見

、

税

理

士

法

人

の

解

散

事

由

な

ど

に

つ

い

て

も

要

望

を

掲

げ

る

。

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

、

近

畿

税

理

士

会

お

よ

び

北

陸

税

理

士

会

は

�

月

�

日

、

神

戸

市

内

の

Ａ

Ｎ

Ａ

ク

ラ

ウ

ン

プ

ラ

ザ

ホ

テ

ル

神

戸

で

、

第

�

回

日

税

連

公

開

研

究

討

論

会

を

開

催

す

る

。

　

第

１

部

で

は

北

陸

会

が

「

税

理

士

の

持

続

可

能

性

と

地

方

創

生

―

創

業

と

事

業

承

継

を

中

心

に

」

、

第

２

部

で

は

近

畿

会

が

「

わ

れ

わ

れ

は

租

税

回

避

と

ど

う

向

き

合

う

べ

き

か

」

を

テ

ー

マ

に

討

論

す

る

。

　

会

場

参

加

は

６

０

０

０

円

、

ラ

イ

ブ

配

信

は

無

料

。

　

公

開

研

究

討

論

会

は

、

税

理

士

に

よ

る

研

究

成

果

の

発

表

、

討

論

の

過

程

を

通

じ

て

、

税

制

・

税

務

行

政

お

よ

び

税

理

士

業

務

の

改

善

・

進

歩

、

税

理

士

の

資

質

の

向

上

を

図

り

、

日

税

連

が

行

う

研

修

事

業

に

資

す

る

こ

と

を

目

的

と

し

て

実

施

し

て

い

る

も

の

。

　

納

税

者

は

沖

縄

県

石

垣

市

内

に

あ

る

本

件

土

地

上

の

家

屋

に

居

住

し

て

い

た

が

、

平

成

�

年

に

旧

家

屋

を

建

て

替

え

る

こ

と

に

な

り

、

一

時

的

に

同

市

内

に

あ

る

ア

パ

ー

ト

に

転

居

し

、

�

年

�

月

に

新

築

し

た

本

件

家

屋

の

引

渡

し

を

受

け

て

本

件

家

屋

で

の

居

住

を

開

始

し

た

。

そ

の

後

、

二

女

が

所

有

す

る

那

覇

市

内

の

マ

ン

シ

ョ

ン

に

転

居

し

た

（

こ

の

転

居

時

期

に

争

い

が

あ

る

）

。

　

本

件

家

屋

等

の

所

有

権

登

記

の

名

義

人

は

納

税

者

で

あ

っ

た

と

こ

ろ

、

そ

の

土

地

に

つ

き

�

年

８

月

の

信

託

を

、

そ

の

家

屋

に

つ

き

�

年

８

月

の

信

託

を

原

因

と

し

て

、

�

年

�

月

�

日

付

け

で

、

そ

れ

ぞ

れ

納

税

者

か

ら

二

女

へ

の

所

有

権

移

転

登

記

が

さ

れ

た

。

各

信

託

に

係

る

委

託

者

お

よ

び

受

益

者

は

納

税

者

、

受

託

者

は

二

女

で

、

各

信

託

は

信

託

財

産

で

あ

る

本

件

家

屋

等

の

管

理

方

法

と

し

て

、

第

三

者

へ

の

賃

貸

や

そ

の

裁

量

に

よ

る

換

価

処

分

を

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

さ

れ

て

い

た

。

　

二

女

は

受

託

者

と

し

て

令

和

２

年

３

月

、

法

人

と

の

間

で

本

件

家

屋

等

を

３

８

０

０

万

円

で

売

却

す

る

旨

の

売

買

契

約

を

締

結

し

、

本

件

家

屋

等

の

所

有

権

は

同

年

７

月

に

二

女

か

ら

同

法

人

に

移

転

し

た

。

　

そ

の

後

、

納

税

者

は

２

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

き

、

確

定

申

告

書

等

を

提

出

し

て

本

件

譲

渡

に

よ

る

分

離

課

税

の

長

期

譲

渡

所

得

の

金

額

（

１

８

２

１

万

３

０

８

２

円

）

か

ら

本

件

特

例

に

係

る

控

除

金

額

を

控

除

し

、

納

付

す

べ

き

税

額

を

０

円

と

し

て

確

定

申

告

を

し

た

。

　

こ

れ

に

対

し

、

課

税

庁

が

４

年

�

月

に

本

件

家

屋

が

平

成

�

年

１

月

１

日

（

本

件

譲

渡

の

３

年

前

の

１

月

１

日

）

以

降

に

納

税

者

の

居

住

の

用

に

供

さ

れ

て

い

た

家

屋

と

は

認

め

ら

れ

な

い

た

め

、

本

件

特

例

に

係

る

控

除

金

額

を

控

除

で

き

な

い

と

す

る

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

た

め

、

争

い

と

な

っ

た

。

　

主

な

争

点

は

本

件

家

屋

が

�

年

１

月

１

日

時

点

で

同

特

例

に

規

定

す

る

居

住

用

家

屋

に

該

当

す

る

か

否

か

。

納

税

者

側

は

少

な

く

と

も

�

年

１

月

１

日

ま

で

の

間

、

納

税

者

の

居

住

の

用

に

供

さ

れ

て

い

た

と

主

張

し

た

。

　

し

か

し

、

地

裁

は

本

件

家

屋

と

納

税

者

が

後

に

転

居

し

た

二

女

所

有

の

マ

ン

シ

ョ

ン

で

の

水

道

、

電

気

の

使

用

量

な

ら

び

に

納

税

者

名

義

の

銀

行

口

座

係

る

Ａ

Ｔ

Ｍ

の

石

垣

市

内

と

那

覇

市

内

で

の

出

金

回

数

を

比

べ

る

と

、

納

税

者

は

�

年

ご

ろ

か

ら

同

マ

ン

シ

ョ

ン

で

生

活

す

る

よ

う

に

な

っ

た

と

認

め

ら

れ

、

さ

ら

に

�

年

６

月

に

住

民

登

録

を

同

マ

ン

シ

ョ

ン

の

所

在

地

に

移

し

て

い

る

こ

と

か

ら

す

る

と

、

�

年

６

月

か

ら

は

主

観

的

に

も

、

客

観

的

に

も

、

生

活

の

拠

点

を

同

マ

ン

シ

ョ

ン

に

移

し

て

い

た

こ

と

が

強

く

う

か

が

わ

れ

る

な

ど

と

指

摘

。

こ

う

し

た

こ

と

か

ら

、

�

年

１

月

１

日

時

点

で

、

真

に

居

住

の

意

思

を

も

っ

て

客

観

的

に

も

あ

る

程

度

の

期

間

継

続

し

て

、

本

件

家

屋

を

生

活

の

拠

点

と

し

て

い

た

と

は

認

め

ら

れ

ず

、

本

件

家

屋

は

同

日

時

点

で

同

特

例

に

規

定

す

る

居

住

用

家

屋

に

該

当

し

な

い

と

し

た

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



イ　債権者集会の協議決定で合理的な基準により債務者の負債整

理を定めているもの

ロ　行政機関又は金融機関その他の第三者のあっせんによる当事

者間の協議により締結された契約でその内容がイに準ずるもの

　今回は、債権者集会などによる関係者による協議等の場合の貸

倒れ損失（基通９－６－１⑶）から説明を再開します。

【債権者集会など一定の関係者による協議決定等があった場合】

　上記の協議決定等は、通達上、「法令の規定による整理手続に

よらない関係者の協議決定で次に掲げるもの」とされており、こ

れらの協議決定等で切捨てられた金額が損金算入額となります。

　上記イの「合理的な基準」については、全ての債権者に対する

債権の切捨て率を同一にするような場合のほか、その債務者と債

権者の関係などを踏まえた切捨て率であっても利害が相反する複

数の債権者の合意の下で形成された協議決定であれば、「合理的

な基準」に該当するものと考えられています。

　また、ロの「第三者」は、債務者の主要取引先などが考えられ、

そのあっせんにより、イと同様に合理的な基準により切捨て率が

定められたものであればロの契約に該当することとなります。

　なお、この取扱いによる損金算入限度額は、上記の協議決定等

で切捨てられる金額となるので、説明の必要は無いでしょう。

【債務者の債務超過の状況が継続している場合】

　この取扱い（法基通９－６－１⑷）では、適用場面が「債務者

の債務超過の状態が相当期間継続し、その金銭債権の弁済を受け

ることができないと認められる場合」とされており、この場合に

おいて、「その債務者に対し書面により明らかにされた債務免除

額」が損金算入額とされています。

　この貸倒損失は、これまで説明した取扱い（法基通９－６－１

⑴～⑶）による貸倒損失のように、計画の認可決定や協議決定の

手続を踏むことなく、個別に書面による債務免除をすることで貸

倒損失を計上することができます。

　ただし、「その金銭債権の弁済を受けることができないこと」

を明らかにすることが難しいことや、債権者にとっては仕事上の

迷惑を掛けてきた債務者に対して債務免除を行うことへの抵抗感

が強く、結果として適用を見送るケースも多いようです。

　また、「債務者の債務超過の状態が相当期間継続」とあります

が、実務上は３年～５年程度債務超過の状況が継続していること

が求められるようです。

　なお、書面による債務免除額は、その債権者が有する金銭債権

の全額でなく、一部の金額であっても良いこととされています。

したがって、「少なくともこれだけは回収できない」という金額

が算定できれば適用が可能となります。

　これで、基本通達９－６－１の説明は終わりますが、この通達

による貸倒損失の損金算入時期は、損金算入できる事実の発生し

た日の属する事業年度となりますのでご注意ください。

　

前

回

、

「

偽

り

そ

の

他

不

正

の

行

為

」

と

の

関

係

を

論

じ

て

き

た

が

、

も

っ

と

紛

ら

わ

し

い

問

題

は

、

国

税

通

則

法

以

外

の

規

定

で

、

「

隠

蔽

仮

装

」

の

用

語

を

用

い

て

制

裁

的

措

置

を

設

け

て

い

る

こ

と

で

あ

る

。

例

え

ば

、

所

得

税

法

及

び

法

人

税

法

は

、

古

く

か

ら

青

色

申

告

の

承

認

の

取

消

し

の

一

事

由

と

し

て

「

帳

簿

書

類

に

取

引

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

蔽

し

又

は

仮

装

し

…

…

」

（

所

法

１

５

０

①

三

等

）

と

定

め

て

い

る

。

　

ま

た

、

相

続

税

法

�

条

の

２

第

５

項

は

、

配

偶

者

に

対

す

る

相

続

税

額

の

軽

減

に

つ

き

、

「

隠

蔽

仮

装

行

為

に

基

づ

き

、

第

�

条

の

規

定

に

よ

る

申

告

書

を

提

出

し

て

お

り

、

又

は

こ

れ

を

提

出

し

て

い

な

か

っ

た

場

合

」

に

は

、

当

該

軽

減

を

制

限

す

る

と

し

、

同

条

６

項

は

、

「

前

項

の

「

隠

蔽

仮

装

行

為

」

と

は

、

相

続

又

は

遺

贈

に

よ

り

財

産

を

取

得

し

た

者

が

行

う

行

為

で

当

該

財

産

を

取

得

し

た

者

に

係

る

相

続

税

の

課

税

価

格

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

べ

き

事

実

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

蔽

し

、

仮

装

す

る

こ

と

を

い

う

。

」

と

定

め

て

い

る

。

　

も

っ

と

も

、

こ

の

よ

う

な

各

税

法

で

用

い

ら

れ

て

き

た

「

隠

蔽

仮

装

行

為

」

の

解

釈

・

適

用

に

つ

い

て

は

、

重

加

算

税

の

賦

課

と

同

時

に

行

わ

れ

る

場

合

や

適

用

事

例

が

少

な

か

っ

た

場

合

も

あ

り

、

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

で

あ

る

「

隠

蔽

し

、

仮

装

し

」

と

の

異

同

が

さ

ほ

ど

問

題

に

な

る

こ

と

も

な

か

っ

た

。

　

と

こ

ろ

が

、

令

和

４

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

所

得

税

法

及

び

法

人

税

法

は

、

隠

蔽

仮

装

行

為

に

基

づ

き

確

定

申

告

書

を

提

出

し

た

場

合

等

に

は

、

原

則

と

し

て

、

全

経

費

に

つ

い

て

必

要

経

費

又

は

損

金

の

額

に

算

入

し

な

い

こ

と

に

し

た

。

こ

れ

は

、

所

得

金

額

課

税

で

な

く

収

入

金

額

課

税

と

い

う

こ

と

に

な

る

の

で

、

場

合

に

よ

っ

て

は

、

重

加

算

税

に

よ

り

も

一

層

厳

し

い

租

税

制

裁

と

い

う

こ

と

に

な

る

。

　

す

な

わ

ち

、

所

得

税

法

�

条

３

項

は

、

「

〈

略

〉

隠

蔽

仮

装

行

為

（

そ

の

所

得

の

金

額

又

は

所

得

税

の

額

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

べ

き

事

実

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

蔽

し

、

又

は

仮

装

す

る

こ

と

を

い

う

。

）

に

基

づ

き

確

定

申

告

書

（

〈

略

〉

）

を

提

出

し

て

い

な

か

っ

た

場

合

に

は

、

〈

略

〉

こ

れ

ら

の

所

得

の

総

収

入

金

額

に

係

る

売

上

原

価

そ

の

他

当

該

総

収

入

金

額

を

得

る

た

め

直

接

に

要

し

た

費

用

の

額

（

〈

略

〉

）

及

び

そ

の

年

に

お

け

る

販

売

費

、

一

般

管

理

費

そ

の

他

こ

れ

ら

の

所

得

を

生

ず

べ

き

業

務

に

つ

い

て

生

じ

た

費

用

の

額

（

〈

略

〉

）

は

、

〈

略

〉

必

要

経

費

に

算

入

し

な

い

。

た

だ

し

、

次

に

掲

げ

る

場

合

に

該

当

す

る

当

該

売

上

原

価

の

額

又

は

費

用

の

額

に

つ

い

て

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

」

と

定

め

て

い

る

。

　

そ

し

て

、

必

要

経

費

に

算

入

さ

れ

る

売

上

原

価

等

に

つ

い

て

は

、

備

付

け

の

帳

簿

書

類

で

明

ら

か

に

さ

れ

て

い

る

も

の

、

税

務

署

長

の

調

査

に

お

い

て

認

め

ら

れ

た

も

の

を

限

定

的

に

定

め

て

い

る

。

　

こ

の

よ

う

な

簿

外

経

費

等

の

必

要

経

費

（

損

金

）

不

算

入

措

置

を

設

け

た

背

景

に

は

、

税

務

調

査

の

際

に

納

税

者

が

主

張

す

る

簿

外

経

費

の

存

否

の

確

認

調

査

に

多

大

な

事

務

量

を

要

す

る

か

ら

、

そ

の

弊

害

を

除

去

す

る

必

要

が

あ

る

よ

う

で

あ

る

。

し

か

し

、

簿

外

経

費

の

確

認

調

査

な

ど

は

除

外

売

上

の

確

認

よ

り

も

比

較

的

容

易

の

は

ず

で

あ

る

が

、

平

成

�

年

国

税

通

則

法

改

正

に

よ

り

調

査

能

力

の

低

下

が

そ

こ

ま

で

き

て

い

る

の

か

と

い

う

慨

嘆

の

思

い

は

あ

る

。

　

と

も

あ

れ

、

所

得

税

法

�

条

３

項

が

定

め

る

「

隠

蔽

仮

装

行

為

」

を

国

税

通

則

法

�

条

が

定

め

る

「

隠

蔽

し

、

仮

装

し

」

と

同

義

に

解

せ

ば

、

納

税

者

側

が

そ

の

存

在

を

帳

簿

等

に

お

い

て

明

ら

か

に

し

て

い

な

い

経

費

は

全

て

必

要

経

費

（

損

金

）

不

算

入

と

い

う

こ

と

に

な

り

、

か

つ

、

重

加

算

税

が

課

せ

ら

れ

る

こ

と

に

な

る

。

そ

う

な

る

と

、

納

税

者

側

に

対

し

、

本

税

の

加

重

負

担

と

重

加

算

税

の

負

担

を

二

重

に

課

す

こ

と

に

な

る

が

、

同

じ

行

政

制

裁

の

中

で

租

税

制

裁

の

あ

り

方

と

し

て

問

題

が

あ

る

よ

う

に

考

え

ら

れ

る

。

　

他

方

、

両

者

を

同

義

に

解

さ

な

け

れ

ば

、

前

述

の

よ

う

な

租

税

制

裁

は

片

方

で

済

む

こ

と

も

考

え

ら

れ

る

が

、

そ

れ

は

租

税

法

の

文

理

解

釈

に

お

い

て

極

め

て

困

難

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

ま

た

、

こ

の

よ

う

な

簿

外

経

費

の

必

要

経

費

（

損

金

）

不

算

入

の

措

置

を

講

じ

な

く

と

も

、

推

計

課

税

の

規

定

を

適

切

に

適

用

す

る

こ

と

や

、

経

費

の

存

在

の

立

証

責

任

を

納

税

者

側

に

負

わ

す

等

の

手

段

も

あ

っ

た

は

ず

で

あ

る

。

　

こ

の

よ

う

な

中

で

、

今

後

、

国

税

当

局

が

こ

の

規

定

を

ど

の

よ

う

に

適

用

し

て

い

く

の

か

、

学

説

、

判

例

の

解

釈

論

が

ど

う

な

る

の

か

、

注

視

し

て

い

く

必

要

が

あ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

相

続

税

・

贈

与

税

に

つ

い

て

民

法

の

基

礎

知

識

か

ら

実

務

的

基

礎

知

識

ま

で

を

体

系

的

に

幅

広

く

網

羅

し

た

相

続

税

実

務

の

必

携

書

。

　

さ

ら

に

、

特

例

制

度

等

が

多

岐

に

渡

る

相

続

税

・

贈

与

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

制

度

概

要

や

具

体

的

な

手

続

ま

で

を

図

表

・

フ

ロ

ー

チ

ャ

ー

ト

を

数

多

く

用

い

て

分

か

り

や

す

く

解

説

。

　

第

１

章

の

「

民

法

の

基

礎

知

識

」

か

ら

始

ま

り

、

「

相

続

税

の

意

義

と

課

税

原

因

」

「

相

続

税

の

計

算

の

仕

方

」

「

相

続

税

の

申

告

書

の

書

き

方

」

「

相

続

税

の

申

告

と

納

税

」

「

農

地

等

の

相

続

税

・

贈

与

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

」

「

非

上

場

株

式

等

に

つ

い

て

の

相

続

税

・

贈

与

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

（

法

人

版

事

業

承

継

税

制

）

」

「

個

人

事

業

者

の

事

業

用

資

産

に

係

る

相

続

税

・

贈

与

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

（

個

人

版

事

業

承

継

税

制

）

」

「

医

療

法

人

の

持

分

に

係

る

相

続

税

及

び

贈

与

税

の

納

税

猶

予

等

の

特

例

」

「

特

定

の

美

術

品

に

係

る

相

続

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

」

な

ど

全

�

章

で

構

成

。

　

記

載

例

を

新

た

に

見

直

し

、

令

和

８

年

改

正

を

織

り

込

ん

で

改

訂

。

　

巻

末

に

は

、

相

続

税

の

申

告

の

た

め

の

チ

ェ

ッ

ク

シ

ー

ト

を

収

録

。

　

Ｂ

５

判

、

９

５

０

ペ

ー

ジ

。

定

価

３

８

５

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

債

務

者

で

あ

る

請

求

人

に

は

求

償

債

権

の

全

部

又

は

一

部

の

回

収

が

不

可

能

又

は

著

し

く

困

難

で

あ

る

と

見

込

ま

れ

る

よ

う

な

特

別

な

事

情

が

あ

り

、

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

の

額

は

現

に

存

し

な

い

と

し

て

原

処

分

を

全

部

取

り

消

し

た

事

例

。

　

Ｌ

社

が

滞

納

者

Ｋ

（

後

に

死

亡

）

か

ら

債

務

免

除

を

受

け

て

い

た

と

こ

ろ

、

そ

の

後

、

審

査

請

求

人

が

Ｌ

社

を

吸

収

合

併

し

た

こ

と

に

よ

り

納

付

義

務

を

承

継

し

た

と

し

て

、

原

処

分

庁

が

、

滞

納

者

の

死

亡

後

に

、

請

求

人

に

対

し

第

二

次

納

税

義

務

の

納

付

告

知

処

分

を

し

た

の

に

対

し

て

、

請

求

人

が

、

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

が

現

に

存

す

る

限

度

の

額

は

零

円

で

あ

る

と

し

て

、

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

。

国

税

不

服

審

判

所

は

、

債

務

者

（

本

件

債

務

者

を

吸

収

合

併

し

た

請

求

人

）

が

本

件

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

の

額

は

現

に

存

し

な

い

と

し

て

、

納

付

告

知

処

分

を

全

部

取

り

消

し

た

（

令

和

７

年

�

月

１

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

関

係

法

令

　

徴

収

法

第

�

条

《

無

償

又

は

著

し

い

低

額

の

譲

受

人

等

の

第

二

次

納

税

義

務

》

は

、

滞

納

者

の

国

税

に

つ

き

滞

納

処

分

を

執

行

し

て

も

な

お

そ

の

徴

収

す

べ

き

額

に

不

足

す

る

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

お

い

て

、

そ

の

不

足

す

る

と

認

め

ら

れ

る

こ

と

が

、

当

該

国

税

の

法

定

納

期

限

の

１

年

前

の

日

以

後

に

、

滞

納

者

が

そ

の

財

産

に

つ

き

行

っ

た

政

令

で

定

め

る

無

償

又

は

著

し

く

低

い

額

の

対

価

に

よ

る

譲

渡

（

担

保

の

目

的

で

す

る

譲

渡

を

除

く

）

、

債

務

の

免

除

そ

の

他

第

三

者

に

利

益

を

与

え

る

処

分

（

無

償

譲

渡

等

の

処

分

）

に

基

因

す

る

と

認

め

ら

れ

る

と

き

は

、

こ

れ

ら

の

処

分

に

よ

り

権

利

を

取

得

し

、

又

は

義

務

を

免

れ

た

者

は

、

こ

れ

ら

の

処

分

に

よ

り

受

け

た

利

益

が

現

に

存

す

る

限

度

に

お

い

て

、

そ

の

滞

納

に

係

る

国

税

の

第

二

次

納

税

義

務

を

負

う

旨

規

定

し

て

い

る

。

事

案

の

概

要

　

請

求

人

は

、

土

地

及

び

建

物

の

調

査

、

鑑

定

等

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

で

、

Ｌ

社

は

、

不

動

産

賃

貸

等

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

で

あ

る

。

　

Ｌ

社

は

、

請

求

人

に

吸

収

合

併

さ

れ

、

解

散

し

た

。

合

併

に

よ

り

、

Ｌ

社

に

課

さ

れ

る

べ

き

国

税

の

納

付

義

務

は

、

請

求

人

に

承

継

さ

れ

た

。

　

納

税

者

Ｋ

（

亡

滞

納

者

）

は

、

Ｌ

社

が

解

散

す

る

ま

で

の

間

、

継

続

し

て

Ｌ

社

の

取

締

役

だ

っ

た

。

Ｌ

社

は

、

原

債

権

者

で

あ

る

Ｒ

社

及

び

Ｓ

信

用

組

合

か

ら

合

計

�

億

６

２

０

０

万

円

を

借

り

入

れ

た

。

　

Ｔ

社

（

債

権

者

）

は

、

各

債

権

を

譲

り

受

け

債

務

者

で

あ

る

Ｌ

社

、

連

帯

保

証

人

で

あ

る

請

求

人

及

び

亡

滞

納

者

な

ど

と

の

間

で

、

債

務

の

承

認

及

び

弁

済

に

係

る

契

約

を

そ

れ

ぞ

れ

締

結

し

た

。

Ｌ

社

は

、

債

務

の

最

終

弁

済

期

ま

で

に

、

債

権

者

に

対

し

て

本

件

債

務

を

弁

済

し

な

か

っ

た

こ

と

か

ら

、

債

権

者

は

Ｐ

地

方

裁

判

所

に

対

し

、

土

地

に

係

る

不

動

産

担

保

権

の

実

行

を

申

し

立

て

、

土

地

に

係

る

担

保

不

動

産

競

売

手

続

が

開

始

さ

れ

た

。

　

Ｌ

社

は

、

本

件

ビ

ル

を

約

�

億

円

で

売

却

し

、

同

日

、

売

却

代

金

の

う

ち

約

�

億

円

を

債

務

の

弁

済

に

充

て

た

。

　

土

地

は

、

競

売

に

よ

り

売

却

さ

れ

、

競

売

に

よ

る

売

却

代

金

の

う

ち

○

○

○

○

円

が

債

権

者

に

配

当

さ

れ

、

そ

の

結

果

、

亡

滞

納

者

は

、

Ｌ

社

に

対

し

て

、

同

額

の

求

償

債

権

を

取

得

し

た

。

　

亡

滞

納

者

は

、

「

債

権

放

棄

通

知

書

」

を

も

っ

て

、

Ｌ

社

に

対

し

、

求

償

債

権

の

額

か

ら

、

そ

の

当

時

Ｌ

社

に

対

し

て

負

っ

て

い

た

借

入

金

債

務

額

を

控

除

し

た

差

額

を

免

除

す

る

旨

の

意

思

表

示

（

債

務

免

除

）

を

し

た

。

　

亡

滞

納

者

は

国

税

を

滞

納

し

て

い

た

と

こ

ろ

、

令

和

３

年

９

月

に

死

亡

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

滞

納

国

税

を

徴

収

す

る

た

め

Ｌ

社

が

亡

滞

納

者

か

ら

受

け

た

債

務

免

除

が

徴

収

法

第

�

条

に

規

定

す

る

「

債

務

の

免

除

」

に

該

当

す

る

と

し

て

Ｌ

社

に

課

さ

れ

る

べ

き

国

税

の

納

付

義

務

を

承

継

し

た

請

求

人

に

対

し

、

納

付

す

べ

き

限

度

の

額

を

納

付

通

知

書

に

よ

り

告

知

し

た

（

納

付

告

知

処

分

）

。

　

請

求

人

は

、

再

調

査

決

定

を

経

た

後

の

納

付

告

知

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

、

審

査

請

求

を

し

た

。

　

争

点

は

、

Ｌ

社

が

、

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

が

現

に

存

す

る

限

度

の

額

は

い

く

ら

か

。

原

処

分

庁

の

主

張

　

債

権

者

か

ら

金

銭

を

借

り

受

け

た

債

務

者

の

債

務

の

連

帯

保

証

人

で

あ

っ

た

本

来

の

納

税

義

務

者

（

滞

納

者

）

が

、

自

己

所

有

土

地

を

競

売

に

よ

る

売

却

手

続

に

よ

っ

て

売

却

さ

れ

た

こ

と

に

よ

り

、

滞

納

者

が

債

務

者

に

対

す

る

求

償

債

権

を

取

得

し

、

そ

の

後

、

滞

納

者

が

債

務

者

に

対

し

求

償

債

権

を

免

除

し

た

（

債

務

免

除

）

と

い

う

事

実

関

係

に

お

い

て

（

そ

の

後

、

請

求

人

が

債

務

者

を

吸

収

合

併

）

、

債

務

免

除

時

に

、

債

権

者

が

滞

納

者

に

対

し

、

求

償

債

権

を

放

棄

す

る

よ

う

求

め

て

い

た

事

情

は

存

せ

ず

、

求

償

債

権

の

全

部

又

は

一

部

の

回

収

が

不

可

能

又

は

著

し

く

困

難

で

あ

る

と

見

込

ま

れ

る

よ

う

な

特

別

な

事

情

が

あ

っ

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

か

ら

、

請

求

人

が

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

が

現

に

存

す

る

限

度

の

額

は

求

償

債

権

の

額

面

上

の

金

額

と

同

額

と

な

る

。

審

判

所

の

判

断

　

金

銭

債

権

の

評

価

に

当

た

っ

て

は

、

債

務

者

の

資

産

状

況

、

支

払

能

力

等

の

債

務

者

側

の

事

情

を

踏

ま

え

て

算

定

す

る

の

が

相

当

で

あ

る

と

こ

ろ

、

債

務

者

は

、

債

務

免

除

当

時

、

法

的

整

理

（

再

生

手

続

、

破

産

手

続

等

）

の

開

始

決

定

や

事

業

の

休

廃

業

等

の

事

実

は

な

か

っ

た

も

の

の

、

債

務

の

弁

済

を

差

し

置

い

て

、

債

務

者

が

保

有

す

る

資

産

を

換

価

す

る

な

ど

し

た

上

で

、

求

償

債

権

に

対

す

る

弁

済

を

行

う

こ

と

は

、

事

実

上

不

可

能

な

い

し

著

し

く

困

難

で

あ

っ

た

と

認

め

ら

れ

る

。

そ

う

す

る

と

、

債

務

者

に

は

求

償

債

権

の

全

部

又

は

一

部

の

回

収

が

不

可

能

又

は

著

し

く

困

難

で

あ

る

と

見

込

ま

れ

る

よ

う

な

特

別

な

事

情

が

あ

っ

た

と

認

め

ら

れ

、

そ

の

支

払

能

力

等

を

考

慮

す

る

と

、

債

務

免

除

時

に

お

け

る

求

償

債

権

の

価

額

は

零

円

と

評

価

す

る

の

が

相

当

で

あ

る

か

ら

、

債

務

者

（

債

務

者

を

吸

収

合

併

し

た

請

求

人

）

が

債

務

免

除

に

よ

り

受

け

た

利

益

の

額

は

現

に

存

し

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



よ

こ

い

し

ょ

う

い

ち

お

の

だ

「

君

た

ち

は

、

横

井

庄

一

さ

ん

や

小

野

田

ひ

ろ

お

寛

郎

さ

ん

を

知

っ

て

い

る

か

い

」

　

杉

江

は

、

慰

労

会

の

出

席

者

に

問

う

た

。

　

頷

い

て

み

せ

た

の

は

、

や

は

り

同

世

代

の

川

上

と

正

木

だ

け

だ

っ

た

。

「

横

井

さ

ん

は

、

終

戦

後

も

�

年

ま

で

グ

ア

ム

島

の

密

林

に

ひ

と

り

潜

伏

し

て

い

た

方

さ

」

「

ず

っ

と

終

戦

を

知

ら

な

か

っ

た

と

い

う

こ

と

で

す

か

」

岸

が

驚

き

の

声

を

上

げ

た

。

「

そ

う

さ

。

小

野

田

さ

ん

も

然

り

。

�

年

ま

で

フ

ィ

リ

ピ

ン

の

ル

バ

ン

グ

島

の

ジ

ャ

ン

グ

ル

で

武

装

し

て

い

た

ん

だ

。

　

私

は

ま

だ

７

歳

だ

っ

た

が

、

横

井

さ

ん

が

帰

国

し

た

時

の

こ

と

は

鮮

明

に

覚

え

て

い

る

。

　

そ

の

様

子

は

テ

レ

ビ

で

全

国

放

送

さ

れ

た

。

飛

行

機

の

タ

ラ

ッ

プ

か

ら

降

り

る

と

、

〝

恥

ず

か

し

な

が

ら

、

帰

っ

て

ま

い

り

ま

し

た

〟

と

お

っ

し

ゃ

っ

た

ん

だ

。

　

一

部

始

終

を

無

言

で

じ

っ

と

見

て

い

た

祖

父

の

頬

に

、

涙

が

伝

っ

て

い

た

こ

と

を

、

傍

ら

に

い

た

私

は

今

も

忘

れ

ら

れ

な

い

。

　

私

は

、

い

わ

ゆ

る

お

じ

い

さ

ん

子

だ

っ

た

。

ぼ

う

じ

い

　

祖

父

は

私

を

坊

と

呼

び

、

私

は

祖

父

を

爺

と

呼

ん

で

い

た

。

爺

は

�

名

ほ

ど

の

職

人

を

つ

か

い

、

井

戸

を

掘

る

会

社

を

経

営

し

て

い

た

。

　

爺

は

屈

強

な

体

格

を

し

て

い

た

が

、

左

足

が

不

自

由

で

、

片

足

を

引

き

ず

り

歩

い

て

い

た

。

そ

れ

も

あ

り

、

日

頃

は

大

型

ス

ク

ー

タ

ー

に

乗

っ

て

移

動

し

て

い

た

。

ヘ

ル

メ

ッ

ト

が

必

要

の

な

い

時

代

、

風

に

吹

か

れ

喜

ぶ

私

を

乗

せ

、

あ

ち

こ

ち

連

れ

て

行

っ

て

く

れ

た

。

　

月

に

１

度

、

第

３

日

曜

日

に

、

京

都

の

伏

見

稲

荷

神

社

に

一

緒

に

行

く

の

も

楽

し

み

だ

っ

た

。

た

だ

正

直

に

言

え

ば

、

参

拝

よ

り

も

、

そ

の

後

、

京

都

タ

ワ

ー

の

裏

手

に

あ

っ

た

喫

茶

店

『

あ

す

な

ろ

』

で

、

岐

阜

で

は

飲

ん

だ

こ

と

の

な

い

ミ

ル

ク

セ

ー

キ

を

飲

み

、

ホ

ッ

ト

ド

ッ

グ

を

食

べ

る

の

が

楽

し

み

だ

っ

た

。

　

伏

見

稲

荷

に

行

く

と

、

い

つ

も

の

よ

う

に

大

鳥

居

の

脇

に

傷

痍

軍

人

さ

ん

た

ち

が

大

勢

つ

な

い

た

。

子

供

の

私

は

反

射

的

に

、

爺

と

繋

い

で

い

た

手

に

力

が

入

っ

た

。

「

坊

、

ど

う

し

た

？

」

「

こ

わ

い

ん

や

」

「

何

が

や

？

」

　

私

は

顎

で

、

傷

痍

軍

人

さ

ん

た

ち

が

居

る

方

を

指

し

た

。

「

あ

の

人

た

ち

が

か

？

」

　

私

は

頷

い

て

見

せ

た

。

　

大

鳥

居

を

越

え

、

朱

色

の

鳥

居

が

い

く

つ

も

連

な

り

始

め

る

と

、

爺

は

足

を

止

め

た

。

「

坊

、

爺

が

あ

そ

こ

に

座

わ

っ

と

た

と

し

た

ら

、

こ

わ

い

か

？

」

「

こ

わ

な

い

。

だ

っ

て

爺

や

で

」

　

爺

は

少

し

笑

う

と

、

「

そ

う

や

な

」

と

言

い

、

「

で

も

な

、

爺

も

あ

の

人

ら

の

よ

う

に

、

足

が

の

う

な

っ

と

っ

た

か

も

知

れ

ん

の

や

ぞ

」

　

私

が

キ

ョ

ト

ン

と

し

た

顔

を

し

た

か

ら

か

、

「

そ

ん

な

顔

せ

ん

で

も

え

え

わ

。

で

も

、

本

当

や

。

爺

の

こ

こ

に

鉄

砲

の

弾

が

当

た

っ

て

な

」

爺

は

左

足

の

膝

を

手

で

触

れ

る

と

、

「

も

う

少

し

ズ

レ

と

っ

た

ら

、

足

切

ら

な

あ

か

ん

か

っ

た

。

や

で

、

同

じ

っ

て

こ

と

や

」

「

同

じ

っ

て

？

」

「

足

が

あ

っ

て

も

、

の

う

て

も

、

同

じ

っ

て

こ

と

や

わ

。

そ

れ

に

な

、

あ

の

人

ら

だ

っ

て

、

そ

う

な

り

と

う

て

、

な

っ

た

ん

や

な

い

。

爺

だ

っ

て

こ

う

な

り

と

う

て

な

っ

た

ん

や

な

い

。

　

み

ん

な

お

国

の

た

め

に

戦

っ

て

、

そ

う

な

っ

た

に

す

ぎ

ん

の

や

わ

。

わ

か

る

か

、

坊

？

　

や

で

な

、

こ

わ

い

と

思

っ

た

ら

あ

か

ん

。

　

人

は

な

、

そ

う

思

っ

た

ら

、

か

な

ら

ず

態

度

に

出

る

で

な

。

見

た

目

が

ど

う

で

あ

っ

て

も

、

そ

ん

な

こ

と

で

、

人

を

区

別

し

た

ら

あ

か

ん

の

や

。

そ

う

思

わ

ん

か

？

」

　

私

は

頷

い

て

み

せ

た

。

　

そ

れ

か

ら

私

は

黙

々

と

歩

き

、

爺

は

口

笛

を

吹

く

よ

う

に

フ

ー

フ

ー

と

息

を

吐

い

て

、

い

つ

も

の

よ

う

に

稲

荷

山

を

登

っ

た

。

　

足

の

悪

い

爺

と

子

供

の

私

の

ゴ

ー

ル

は

、

よ

つ

つ

じ

い

つ

も

四

ツ

辻

。

普

通

な

ら

、

大

鳥

居

か

ら

�

分

も

あ

れ

ば

十

分

だ

が

、

ふ

た

り

に

は

１

時

間

は

優

に

か

か

っ

た

。

　

四

ツ

辻

に

着

く

頃

は

昼

時

。

い

つ

も

の

よ

す

う

に

素

う

ど

ん

を

食

べ

る

と

、

下

山

し

た

。

　

あ

と

は

、

子

供

の

私

が

楽

し

み

に

し

て

い

る

『

あ

す

な

ろ

』

だ

。

　

店

に

入

る

と

、

い

つ

も

爺

は

２

階

の

一

番

奥

の

窓

際

に

座

る

。

　

子

供

の

私

は

内

心

、

１

階

に

す

れ

ば

、

爺

も

苦

労

し

て

階

段

を

上

ら

ず

に

済

む

の

に

と

思

っ

た

も

の

だ

。

そ

し

て

、

爺

の

隣

の

席

に

並

ん

で

子

供

の

私

も

座

る

。

　

ミ

ル

ク

セ

ー

キ

と

ホ

ッ

ト

ド

ッ

グ

を

頼

み

、

ウ

エ

ー

ト

レ

ス

が

運

ん

で

き

た

頃

、

い

つ

も

の

お

ば

さ

ん

が

現

れ

た

。

　今回は、インターネットでの「検索」を、ＡＩに置

き換えてみるというお話です。読者のみなさんも、検

索をしない日はほぼないのではないでしょうか。

　これまで、ネットでの調べ物といえば「キーワード

検索」が当たり前でした。例えば、「インボイスの少

額特例を使える要件って何だっけ？　国税庁のサイト

に書いてあったはず…」といった実務でありそうなケ

ースを考えてみましょう。

　従来であれば、検索窓に「インボイス　少額特例　

国税庁」といったキーワードを入力します。すると、

画面に関連するウェブサイトがずらりと表示されま

す。その中から、どれが国税庁の公式発表か、どれが

信頼性の高い情報かを、自分で一つずつクリックして

選ばなければなりません。情報が多すぎて、本当に必

要なページにたどり着くまでに時間がかかってしまう

のが悩ましい点でした。

　これが、生成ＡＩを使うことで、「検索」ではなく

「対話」へとスタイルが変わります。まるで事務所の

職員に話しかけるように、ＡＩに「インボイスの少額

特例を適用できる要件をまとめて」と普段の言葉で依

頼するだけでいいのです。すると、ＡＩが情報を読み

込み、必要な要点だけをスッキリと整理してくれます。

　実は私自身、少し前までは検索に特化した「Ｐｅｒｐｌｅ

ｘｉｔｙ」という生成ＡＩサービスを愛用していました。

なぜなら、ＡＩが答えた内容の横に根拠となったウェ

ブサイトのリンクが表示され、すぐに参照できたから

です。税理士の仕事柄、いくら便利なＡＩの回答でも、

根拠となる情報を確認できないと怖くて使えません。

　しかし、最近ではＧｏｏｇｌｅ検索のＡＩモード（Ｇｏｏｇｌｅ

検索窓の近くにある「ＡＩモード」ボタンを押すと使

えます）でも、この根拠サイトの確認ができるように

なりました。ＡＩが分かりやすくまとめた回答を見な

がら、「この部分はどの情報が元になっているのだろ

うか」という疑問も、すぐに解消できます。

　もちろん顧客名や具体的な数値など、機密性の高い

情報の入力は避けるべきです。とはいえ、キーワード

をひねり出す必要はなく、対話をするだけで、必要な

情報に一瞬でたどり着ける。そんな優秀なアシスタン

トを、まずは身近な調べ物から試してみませんか？

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　財産評価は時価（客観的な交換価値）で行うとされています

が、実際には容易なものではありません。例えば、次の事例は

どのように対応されますか。

【事例】　継続的に賃貸されていたアパートの一部に課税時期

の前後に空室が認められた場合に、単に空室期間（例

として、１か月基準）のみに着目して、貸家及び貸家

建付地評価に係る賃貸割合を算出することの可否

　その他、今回の研修では、土地の評価単位や側方路線影響加

算の必要性の有無、最新の事案の一つと考えられる評価通達６

項の運用事例についても検証してみることにします。

東　京　【日時】

��年９月７日（月）９：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

日本教育会館 中会議室（東京都千代田区一ツ橋２－６－２）

東京メトロ・都営地下鉄「神保町」駅／Ａ１出口／徒

歩約３分

東京メトロ「竹橋」駅／北の丸公園側出口／徒歩約５分

東京メトロ「九段下」駅／６番出口／徒歩約７分

名古屋　【日時】

��年�月�日（水）�：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

ＩＭＹビル（名古屋市東区葵３－７－�）

地下鉄東山線「千種」駅／１番出口／徒歩約１分

地下鉄桜通線「車道」駅／３番出口／徒歩約１分

大　阪　【日時】

��年�月９日（月）�：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

國民会館 �階（大阪市中央区大手前２－１－２）

地下鉄「天満橋」駅／３番出口（大阪城方面出口）／

徒歩約３分

京阪電車「天満橋」駅／東出口／徒歩約６分

講　師　税理士・笹岡宏保（ささおか・ひろやす）氏

昭和�年兵庫県神戸市出身。平成３年笹岡会計事務所

設立。現在、多くのクライアントの税務申告代理を行

っている一方、各税理士会の「統一研修会」等の資産

税の講師として活躍している。

受講料　１名につき２０，０００円（税込・レジュメ代を含む）

※「税のしるべ」購読者の方は、割引価格１６，０００円（税

込）となります。

テキスト　レジュメ。当日会場で配布いたします。

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申込フォームよ

りお申込みください。

　

サ

ッ

カ

ー

Ｊ

３

・

ギ

ラ

ヴ

ァ

ン

ツ

北

九

州

は

こ

の

ほ

ど

、

租

税

教

育

用

オ

リ

ジ

ナ

ル

ク

リ

ア

フ

ァ

イ

ル

を

５

５

０

０

枚

作

成

し

た

＝

写

真

。

　

ク

リ

ア

フ

ァ

イ

ル

は

、

税

に

対

す

る

関

心

を

高

め

て

も

ら

お

う

と

作

成

。

北

九

州

市

租

税

教

育

推

進

協

議

会

を

通

じ

て

、

租

税

教

室

を

受

講

す

る

北

九

州

市

内

の

児

童

に

配

布

さ

れ

る

。

　

同

ク

ラ

ブ

は

、

社

会

貢

献

活

動

の

一

環

と

し

て

、

チ

ー

ム

発

足

当

初

か

ら

こ

う

し

た

教

育

支

援

の

取

り

組

み

を

継

続

。

学

校

訪

問

や

ス

ポ

ー

ツ

教

室

な

ど

を

通

じ

て

、

子

ど

も

た

ち

の

健

全

育

成

や

地

域

交

流

の

促

進

に

も

力

を

入

れ

て

い

る

。

　

一

般

社

団

法

人

青

色

�

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

研

究

会

（

梅

原

祐

治

会

長

）

は

６

月

�

日

、

奈

良

市

東

大

寺

金

鐘

ホ

ー

ル

で

第

�

回

研

究

集

会

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

来

賓

と

し

て

名

古

屋

国

税

局

課

税

一

部

の

竹

内

啓

部

長

、

東

山

路

子

個

人

課

税

課

記

帳

指

導

専

門

官

、

一

般

社

団

法

人

全

国

青

色

申

告

会

総

連

合

の

伊

藤

升

吾

会

長

が

出

席

し

た

。

　

研

究

集

会

で

は

、

一

般

社

団

法

人

え

ど

が

わ

青

色

申

告

会

の

益

子

縁

事

務

局

長

と

一

般

社

団

法

人

福

岡

中

央

青

色

申

告

会

の

長

野

司

事

務

局

長

に

よ

る

「

税

制

改

正

（

青

色

申

告

特

別

控

除

・

３

割

特

例

等

）

と

変

化

す

る

会

員

指

導

に

つ

い

て

」

の

ほ

か

に

、

公

益

社

団

法

人

杉

並

青

色

申

告

会

の

井

関

昭

則

専

務

理

事

に

よ

る

「

公

益

法

人

制

度

改

革

と

青

色

申

告

会

の

経

営

・

運

営

上

の

注

意

点

に

つ

い

て

」

の

研

修

を

行

っ

た

。

　

引

き

続

き

、

特

別

講

演

と

し

て

、

財

務

省

主

税

局

の

藤

山

智

博

総

務

課

長

が

「

税

制

の

現

状

と

課

題

」

を

テ

ー

マ

に

、

ま

た

、

公

益

財

団

法

人

東

京

財

団

の

森

信

茂

樹

シ

ニ

ア

政

策

オ

フ

ィ

サ

ー

が

「

給

付

付

き

税

額

控

除

の

意

義

と

課

題

」

を

テ

ー

マ

に

講

演

し

た

＝

写

真

。

　

研

究

集

会

終

了

後

は

、

情

報

交

換

会

を

行

い

、

会

員

相

互

の

親

睦

を

深

め

た

。

　

研

究

集

会

２

日

目

は

、

奈

良

市

内

の

半

日

研

修

を

行

っ

た

。

　

相

模

原

税

務

署

（

武

山

晶

則

署

長

）

は

６

月

�

日

、

宇

宙

航

空

研

究

開

発

機

構

（

Ｊ

Ａ

Ｘ

Ａ

）

と

連

携

し

、

相

模

原

市

立

桜

台

小

学

校

６

年

生

の

児

童

�

人

を

対

象

に

、

税

金

と

宇

宙

開

発

に

関

す

る

出

前

授

業

を

実

施

し

た

。

　

前

半

、

同

署

が

、

税

金

の

役

割

や

身

の

回

り

の

ど

ん

な

と

こ

ろ

に

税

金

が

使

わ

れ

て

い

る

か

に

つ

い

て

、

ク

イ

ズ

な

ど

を

交

え

な

が

ら

授

業

を

実

施

。

こ

の

授

業

で

、

消

防

や

警

察

な

ど

身

近

な

と

こ

ろ

に

使

わ

れ

て

い

る

税

金

が

、

実

は

宇

宙

開

発

に

も

た

く

さ

ん

使

わ

れ

て

い

る

こ

と

に

触

れ

た

上

で

、

国

際

水

星

探

査

計

画

「

ベ

ピ

・

コ

ロ

ン

ボ

（

Ｂ

ｅ

ｐ

ｉ

Ｃ

ｏ

ｌ

ｏ

ｍ

ｂ

ｏ

）

」

に

携

わ

る

Ｊ

Ａ

Ｘ

Ａ

の

村

上

豪

博

士

に

よ

る

講

義

へ

引

き

継

い

だ

。

　

村

上

博

士

は

、

地

球

と

水

星

の

構

造

の

違

い

を

「

梅

干

し

お

む

す

び

」

と

「

あ

ん

こ

い

っ

ぱ

い

の

大

福

」

で

表

現

す

る

な

ど

、

小

学

生

に

は

難

し

い

宇

宙

の

話

も

、

身

近

な

も

の

に

例

え

て

分

か

り

や

す

く

話

し

た

＝

写

真

。

　

児

童

た

ち

は

、

は

じ

め

て

見

る

探

査

機

の

写

真

や

ロ

ケ

ッ

ト

打

ち

上

げ

の

映

像

な

ど

に

大

き

な

関

心

を

示

す

と

と

も

に

、

８

年

前

に

地

球

を

飛

び

立

っ

た

探

査

機

が

、

今

年

�

月

に

水

星

へ

到

達

す

る

と

の

説

明

に

も

、

終

始

興

味

深

そ

う

に

耳

を

傾

け

て

い

た

。

　

授

業

を

終

え

、

児

童

は

「

税

金

が

、

宇

宙

開

発

に

も

関

わ

っ

て

い

る

こ

と

を

知

っ

て

、

す

ご

い

な

と

思

っ

た

。

税

金

が

ど

の

よ

う

に

使

わ

れ

て

い

る

の

か

、

も

っ

と

調

べ

て

み

た

い

」

「

宇

宙

を

調

べ

る

こ

と

や

地

球

の

は

じ

ま

り

を

知

る

こ

と

は

と

て

も

大

切

だ

と

思

う

の

で

、

そ

う

い

う

と

こ

ろ

に

使

わ

れ

て

い

る

税

金

も

必

要

だ

と

思

っ

た

」

と

感

想

を

話

し

て

い

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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